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(3)研究事業の有効性 

本研究事業において実施されている調査研究は国の施策と密接に関わっており、その成果

は有効に活用されている。19 年度の成果の例でいえば、労働安全衛生法における定期健康

診断の胸部エックス線検査について若年層の実施基準に関する新たな知見を得たほか、石綿

について現場で短時間に測定が可能なサンプリング装置及び繊維状粒子の計数法の開発、プ

レスブレーキ等の災害防止条件と安全システムの明確化など、国の規制等と密接に関わった

成果を上げており、有効性は高い。 

 

(4)その他：特になし 

 

３．総合評価 

労働安全衛生行政は、常に最新の科学的知見に基づき、必要かつ有効な規制を設けること

で全国６千万人を超える労働者の安全と健康を確保しており、本研究事業は、行政が必要と

する科学的知見の提供、具体的手法の開発等を担うなど、労働安全衛生行政の推進に重要な

成果を上げており、引き続き一層の推進が必要である。 

 

４．参考（概要図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第11次労働災害防止計画（平成20年度～平成24年度） 

・ メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業場の割合を増加させること 

・ 作業環境管理の徹底等により職業性疾病を減少させること 

・ 石綿に関しては診断技術の向上などによる離職後の健康管理対策の推進 
・ 事業場における新型インフルエンザ等の発生に備えた危機管理体制の構築 
・ 高年齢者労働者対策として身体的特性等についての調査研究の推進 
・ 就業形態の多様化等に対する対策の推進 

 メンタルヘルス不調の１次予防の浸透手法に関する調査研究及びメンタルヘルス不調者の職場

復帰を推進するための調査研究 

 作業環境測定結果の評価に基づく労働衛生工学的対策等に関する研究 

 中皮腫の診断精度の向上のための研究 

 職場における新型インフルエンザ対策の定着促進に係る研究 

 高齢者等の心身の特性と労働災害リスクに関する研究及び心身状態の特性に応じた職場におけ

る健康管理に関する研究 

 派遣労働者の特性等を踏まえた労働災害リスク及びその低減に関する研究 

 

労働安全衛生総合研究費 

得られた知見を行政施策に反映 

労働者の安全と健康の確保し、安心して働ける社会を実現 


